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「地域特性に応じた給油取扱所の運用形態に係る 

安全確保策のあり方に関する報告書」の公表 

 

 

 

 

 

 

※１「呼び出しに応じて給油等を行う場合」とは、通常は給油取扱所に常駐してい

る従業員（危険物取扱者）が、例外的に給油取扱所の隣接店舗等に所在し、顧

客からの呼び出しに応じて速やかに給油取扱所に移動して給油又は注油する

場合をいう。 

 

【報告書の概要（別添資料参照）】 

１ 検討の内容 

  呼び出しに応じて給油等を行う場合の安全上の課題を抽出し、課題に対応した

安全確保策を講じた全国５箇所の給油取扱所において、実際に給油等を行うこと

により安全確保策の効果を検証しました。 

 

２ 主な検討結果（安全確保策） 

（１）給油ノズルのロック等 

（２）対策機器（インターホン、センサー、看板等）の設置 

（３）予防規程への記載 

 

 

※２ 呼び出しに応じて給油等を行う場合の安全確保策を示した指針を、本日、関

係業界団体及び全国の消防機関あてに通知します。 

※３ 報告書全文については、消防庁ホームページ（www.fdma.go.jp）に掲載しま 

す。 

 

 

消防庁では、中山間地域等における給油取扱所の現状を踏まえ、呼び出しに応

じて給油等を行う場合（※１）の安全確保策のあり方について検討会を開催し、検討

を行ってきました。 

このたび、検討結果がまとまりましたので、報告書を公表します。 

＜お問い合わせ先＞ 

 消防庁危険物保安室  鈴木補佐、金子係長、河本事務官 

 TEL：03-5253-7524（直通）/FAX：03-5253-7534 

 

http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h27/local/index.html
http://www.fdma.go.jp/neuter/about/shingi_kento/h27/local/pdf/houkokusyo.pdf


地域特性に応じた給油取扱所の運用形態に係る 
安全確保策のあり方に関する報告書の概要 

  

 

 
 

座長 東京理科大学 総合研究院 小林 恭一教授 

オブザーバー 資源エネルギー庁  

検討の目的 

検討会委員 検討の内容 

主な検討結果（安全確保策） 

   

２．対策機器の設置 
  従業員が来客等を覚知し適切な対応を行えるようにするため、原則として、隣接店舗等から給油取扱所を直視できない場合は、
インターホン、センサー及び看板等を設置し、直視できる場合は、インターホン及び看板等を設置する（下表参照）。 

     
     
     
     

１．給油ノズルのロック等 
  通常は給油取扱所に常駐している従業員（危険物取扱者）が、例外的に給油取扱所の隣接店舗等に所在している場合の安全 
確保策として、給油ノズル等のロック、危険物を貯蔵又は取り扱う建築物の施錠管理を行う。 

 近年、中山間地域等における給油取扱所においては、顧客の来店が極端に少なく、かつ従業員数の確保が難しい等の問題をかかえている現状があり、地域特性に
応じた効率的な給油取扱所の運用形態が模索されている。 
 このような状況の中で、通常は給油取扱所に常駐している従業員（危険物取扱者）が、例外的に給油取扱所の隣接店舗等に所在し、顧客からの呼び出しに応じて速
やかに給油取扱所に移動して給油又は注油を行うことが１つの方策として取り上げられたことを踏まえ、呼び出しに応じて給油等を行う場合の安全確保策のあり方に
ついて検討会を開催し、検討を行った。 
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 呼び出しに応じて給油等を行う場合の安全上の課題を抽出し、課題に対応した安全確保策を講じた全国５箇所の給油取扱所にお
いて、実際に給油等を行うことにより安全確保策の効果を検証した。 

４．その他 
（１）消防庁は、呼び出しに応じて給油等を行う場合の安全確保策を示した指針を関係業界団体及び全国の消防機関あてに通知する。 
（２）呼び出しに応じて給油等を行うにあたっては、主として「従業員が来客等を覚知した際に適切な対応ができるかどうか」、「給油取
扱所で火災等の災害が発生した場合に直ちに応急の措置を講ずることができるかどうか」等の観点で、管轄の消防機関がその適否
を判断する。  

 
 

 

 

  

    

  
 

   

     

  
 

   

 【参考】 呼び出しに応じて給油等を行う給油取扱所のイメージ 

  ※月あたりの危険物の販売量 
    の目安は10KL～40KL程度 

     

  
 

   

  
    

○ ： 設置が必要なもの 
▲ ： 設置が望ましいもの 
 
※給油空地又は注油空地に死角があり、
来客等の覚知に支障が生じるおそれが
ある場合は、センサーの設置が必要 

３．予防規程への記載 
   給油ノズルのロック等従業員が給油取扱所の隣接店舗等に所在している場合の安全確保策及び従業員が来客等を覚知した 
  際の適切な対応方法について予防規程に記載する。 

給油取扱所と店舗等の距離の目安は15m～60m程度 

別添資料 
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